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要旨

　金融サービスのうち住宅ローンに関する顧客の
選択行動について、本稿では、これまでの研究か
らさらに踏み込んだ視点で調査分析を行なった。
そこでは、金利等の価格のみを優先して金融機関
を選好しているとは限らない結果は従前のものと
整合的であった。住宅ローンに関する情報収集媒
体先としては、住宅販売事業者に次いで金融機関
さらにインターネットとなっているほか、当該テ
ーマに関する情報の有する意味合いや役割とその
管理にわたる論点も重要性を有するものと指摘さ
れている。また、日本人のリスク商品への投資が
少ないことと金融知識の少なさ等の視点も提起さ
れおり、金融リテラシーの低さと資産運用手段の
狭さに関する論点が今後の研究課題の一つと考え
られる。

キーワード
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Ⅰ　はじめに

　地域金融機関による金融サービスに関する需給

問題においては、従来から様々な論点が提示され
研究に取り組まれてきた。小論では、これまでに
手掛けてきた住宅ローンサービスの需給に関する
調査分析に基づいて、より一層詳しい論点に渉る
取組みについて顧客満足度を含めて調査分析して
取り纏めた結果を提示し考察している。そこでは、
これまでの研究結果と整合的なところも見られる
一方で、新たな知見を提示するところとなったも
のもあり、その中には今後において探求されるこ
とが期待されるものも含まれている。
　とりわけ、住宅ローン取引先金融機関の選択に
関する意思決定とそれに関わり得る要因の中に情
報や教育の機能ないし役割の関与について着目し
て、アンケート調査における質問項目にも設定し
て実施したものである。もとより、これらの視点
による調査分析では、さらなる総合的ないし網羅
的な質問体系の設定により一層広範で詳細な結果
に結びつくことが予想されるが、ここでは先ずフ
ァーストステップのものとして実施し今後の展開
に結びつけるものである。
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Ⅱ　調査分析と結果概要

１　調査方法
　インターネット・リサーチとしてネット配信に
もとづくアンケートによる調査を行い、個人の被
験者412名から回答があった。得られたサンプル
数としては、住宅ローンないし地域金融サービス
に関する一般的な金融分野に関する実証分析のも
のとしては少ないきらいがあるが、通常のマーケ
ティング研究におけるものとしては妥当なものと
考えられる。
　その具体的な内容については、小論中に掲げて
あるが、個人の顧客が金融機関と取引する際の選
択ないし選好と取引状況に関する質問、顧客満足
度に関する質問、金融知識ないし教育に関連する
質問などから構成されている 3 ）。

２　調査分析結果の概要
（１）取引金融機関
　住宅ローンを借りた金融機関の業態について
は、居住県内の地方銀行が最も多く29.6％を占め、
次いで信用組合・ＪＡ・労働金庫のグループが
15.5％、メガバンク（りそな銀行を含む）・信託
銀行グループが15.3％、信用金庫が14.8％であっ
た。比較的に手数料率や金利等に有利と考えられ
るインターネット専業銀行は、僅かに4.1％にす
ぎなかった。
　その際に、比較検討した銀行業態（複数回答）
では、同じく居住県内の地方銀行が最も多く38.3
％であったが、次はメガバンク・信託銀行で34.2
％と接近している。３位は、信用組合・ＪＡ・労
働金庫が18.9％、信用金庫が17.5％、インターネ
ット専業銀行が15.8％となった。
　これらの結果から、必ずしも金利等の価格のみ
を優先して金融機関を選好しているとは限らず、
地元の地方銀行への関心度が高いことがうかがわ
れる。それには、給与等の振込口座であるとか、
店舗網へのアクセス等の利便性をはじめ知名度等

 3 ）　なお、本文中にあるように、質問の種類等により実質的に
利用可能な回答数は一様ではない。

の信頼度や親近感などにも依存しているものと推
測される。また、参考にした金融機関については、
近隣の地方銀行やメガバンクの有する知名度や全
国ないし国際的に展開している機関の持つ情報力
などへの期待があったものと推測される。
　住宅ローンを利用した金融機関を決定した理由
について、どの程度当てはまるかという問いに対
して、「とてもあてはまる」から「全く当てはま
らなかった」までの６段階で尋ねたところ、「過
去にその銀行の（住宅ローン以外の）サービスを
利用して親しみを感じていた」や「そのサービス
に満足していた」、あるいは「他の銀行を過去に
利用して、そのサービスに不満を感じていた」、「他
の金融機関を利用できなかった」、「知人に勧めら
れた」の問いへの回答で最多のものは、それぞれ
39.1％、41.3％、44.2％、47.3％、35.9％で、「６　
全く当てはまらなかった」と答えたものであった。
また、「借入時のサービスに満足した」や「借入
後の支援体制が充実していた（困ったときに相談
しやすい等）」、「対面的なサービスがあった」、「繰
上返済手数料が安かった」の問いへの答えの最頻
値はそれぞれ、34.0％、31.8％、30.6％、24.3％で、

「3　ややあてはまった」となっている。
　では、「金利が低かった」については、どうで
あったろうか。最も多かったのは、「２　あては
まった」が29.4％で、次いで「１　とてもあては
まった」が25.2％、「３　ややあてはまった」が
24.5％であった。すなわち、正の金利感応度とし
て、８割を占める結果となっている。
　また、「住宅販売事業者と提携する銀行であっ
た」という問いについては、23.5％が「６　全く
当てはまらなかった」で、次いで20.6％が「１　
とてもあてはまった」となっており、両極化の傾
向を示した。

（２）ローン金額
　ローン金額については、2000万円以上が73.8％
と最多であり、一般的な住宅ローン金額としては
妥当なものといえる。
　利用目的でも土地と新築戸建購入が24.8％、注
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文新築戸建購入が21.1％、土地と建売新築戸建
購入が18.2％であった。その際の金利タイプで
は、変動型が40.0％で最も多く、固定期間選択型
が37.9％であり、全期間固定型は22.1％であった。
日本銀行が平成28年1月に打ち出したマイナス金
利政策などによる超低金利時代にもかかわらず全
期間固定型が最も少なかったのは、先行きの金利
動向への読みが今なお変動含みであるものと推測
される。

（３）住宅ローンに関する情報収集媒体先
　住宅ローンに関する情報収集媒体先（複数回答）
としては、住宅販売事業者が59.2％で最多となっ
ており、次いで金融機関が46.4％で、インターネ
ットも29.9％を占めている。

（４）住宅ローンへの満足度について
直近で利用した住宅ローンサービスへの満足度に
ついては、やや満足していると答えたものが41.3
％でトップとなり、次いで、満足しているが41.0
％と両者で大部分を占めた。それを他の人に薦め
たいかとの質問には、56.3％がどちらかといえば
薦めたいで、薦めたいが18.4％であったが、どち
らかといえば薦めたくないも18.9％あった。

（５）年収等について
　世帯属性で、世帯年収（税込・万円）については、
500～600未満が18.9％で最も多く、次いで、600
～700未満が14.6％、400～500未満が12.4％、700
～800未満が12.1％などであった。
　「経済的余裕度」への問いについては、「あまり
余裕がない」が37.5％、「少し余裕がある」と「ど
ちらともいえない」がともに23.1％となっている。
　「貯蓄方法」については、「預金」が73.1％で、「現
金で保有」が15.4％、「株式や債券」が6.7％など
となった。わが国の貯蓄形態における特徴であっ
た安全志向すなわちローリスク・ローリターンタ
イプが継続しており、しかも、日本銀行のマイナ
ス金利等の影響もあってか、流動性への選好が高
いことが分かった。

　大学生のサンプル数が3と少なかったが、有利
子の奨学金制度は利用していない。「金融機関の
教育ローンの利用」については、２名が否定で、
１名が肯定の回答であった。否定者への「その理
由」については、２名とも「卒業後の返済が負担
である」であった。

（６）主たる利用金融機関
　「主たる利用金融機関」については、メガバン
ク27.9％、地方銀行・第二地方銀行26.9％、ゆう
ちょ銀行24.0％が主なところであり、その決定へ
最も影響した要因については、「自宅に近いから」
が39.4％で最も多く、次いで「職場の給与振込指
定機関だから」25.0％が、主なところであった。
　これについては、住宅ローンの取引金融機関と
の差異も観察されるが、住宅ローン取引で参考に
したところの推測される理由に近いものがあるの
ではないかと思われる。なお、ゆうちょ銀行につ
いては、機関規模の大きさもあるが、従来からの
身近さや利便性などによるところがあるものと思
われる。
　「その金融機関と預金以外の取引があるか」に
ついては、「振込・送金・決済」が最多で73.1％
となり、「住宅ローン」は13.5％にすぎなかった。

（７）利用金融機関職員への満足度について
　「その金融機関の職員のサービスに満足してい
るか」については、51.0％が「やや満足している」、

「どちらともいえない」33.7％、「大変満足してい
る」14.4％であったことから、概ね満足度が高い
と推察される。満足の場合の接客方法（複数回答）
では、「一般的な応対」が66.2％、「店舗フロアで
の案内」39.7％、「商品サービスの説明」35.3％で
あった。
　「職員のサービスについて、どの程度を望みた
いか」については、５段階での回答で、いずれ
も最頻値として、「分かりやすい説明」が「２　
やや望む」41.3％、「相談に乗る」が「３　どち
らともいえない」41.3％、「自宅か事務所に来る」
が「４　あまり望まない」42.3％、「新商品サー
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ビス」が「３　どちらともいえない」42.3％、「預
金金利を上げたり、ローン金利を下げたりして取
引条件をよくする」が「２　やや望む」が40.4％、

「顧客の利益を第1に考えての説明」が「２　やや
望む」45.2％であった。なお、５番目の取引条件
については、次点が「１　大いに望む」で28.8％
となっており、金融サービス需給における金利等
の価格選好の高いことがうかがわれる結果となっ
た。

（８）金融知識と金融教育について
　金融知識についての問いには、「あまり持って
いない」が32.7％で、「どちらともいえない」が
30.8％であった。
　「金融に関する情報の入手先」では、「金融機関

（窓口・ホームページ・職員）」が38.5％で、次い
で「マスコミ」が28.8％、「家族や友人・知人」
が21.2％であった。
　「金融に関する知識の教育をいつごろからすべ
きか」の問いでは、「中学生」と「高校生」がと
もに26.0％で並び、「小学生」が23.1％、「社会人」
が16.3％、「大学生・専門学校生」が8.7％であった。
このことから、義務教育から開始するのが望まし
いと考える人が多いことが分かった。
なお、それを教える学校教育での科目では、「生
活科や総合、特別科目など」が41.3％、「社会や
政治経済、公民など」が36.5％であった。

Ⅲ　顧客満足度と金融教育

　金融システムにおける規制緩和や人口減少等の
影響により、金融機関間の競争は激しさを増して
いる 4 ）。この競争に打ち勝つためには、顧客満足
度を高めるようなサービス提供をすることによ
り、選ばれる金融機関になる必要がある。また、

 4 ）　金融機関間の競争について分析した先行研究には、
Emmons and Schmid （2000）、Tockle and Tockle （2000）、
Feinberg （2001, 2003）、Feinberg and Rahman （2001）、
Hannan （2003）、Schmid （2005）、Cohen and Mazzeo （2007）、
Kondo （2013） 等がある。

わが国は、他の先進国に比べ、金融教育が遅れて
いることがしばしば指摘されるが、これが、「貯
蓄から投資へ」のお金の流れを阻害する要因の１
つになっている可能性がある。
　そこで、本節では、近年のホットイシューであ
るこの２点に注目し、アンケート調査の結果をも
とに、それらの現状について考察していくことと
する。

１　金融機関の利用状況
　まずは、本稿で用いるアンケート調査の回答者
の金融機関の利用状況を見ておこう。主に使って
いる預金口座がある金融機関の業態を表１に、そ
の金融機関を選択した理由を表２に、その金融機
関で預金以外に利用しているサービスを表３に、
それぞれ示した。
　本アンケートの回答者は、メガバンク、地域銀
行、およびゆうちょ銀行の預金口座を主に利用し
ている。表１においては低い協同組織金融機関に
も預金口座を開設している回答者はそれなりに存
在するものと思われるが、本設問では、主に利用
している金融機関について尋ねているため、メイ
ンで活用しているのは、より広域での利用が可能
な（換言すれば、出張や旅行の際にも利用しやす
い）規模の大きい金融機関のものであることとな
る。
　また、住宅ローン利用者を対象としたアンケ
ート調査の結果について分析している秋本他 

（2015）や近藤他（2016）は、金利条件の良いイ
ンターネット専業銀行の利用率が、意外にも低い
ことを明らかにしているが、本アンケートでも同
様の傾向が見出せる。インターネット専業銀行が、
未だ一般生活者に広く普及しているわけではない
様子が窺える。
　主に預金口座を使っている金融機関を選択した
理由としては、「自宅から近い」が約４割で最も
多い。「家計の金融行動に関する世論調査」（金融
広報中央委員会）における金融機関の選択理由（複
数回答）として、「近所に店舗やATMがあるから」
と回答した比率が約８割でトップであり、時系列
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で見てこの比率がほとんど変化していないことを
も考慮すると、店舗への近さを重視する生活者は
多いと言える 5 ）。
　また、その金融機関において、預金以外に利用
しているサービスは、預金に関連する（ことの多
い）サービスである送金・決済が７割強と圧倒的
に高く、住宅ローン（13.5%）がそれに続く。銀行・
協同組織金融機関において、生活者がこの２つの
サービスを多く利用していることは、予想された
結果である。
　一方、投資信託や外貨預金を利用している回答
者は１割を割っており、極めて少ない。近年の銀
行・協同組織金融機関は、オーバーバンキングや
市場規模縮小に伴う競争激化と長引く超低金利の
影響から、伝統的な金融仲介業のみでは十分な利
益を上げられないため、手数料収入を従前よりも
増やしていく必要があることがしばしば議論され
る。しかし、本アンケートの結果からすると、こ
うした商品の利用者はごく一部に止まっていると
言わざるを得ず、銀行・協同組織金融機関による
こうした市場の開拓は道半ばであることとなる。

表1

Ｑ
1

あなたが主としてお使いの預金口座のある
金融機関は、次のうちどれですか？

単一回答 ％

1 メガバンク 27.9

2 地方銀行・第2地方銀行 26.9

3 信用金庫・信用組合・労働金庫 9.6

4 信託銀行 1.0

5 ＪＡバンク（農協）・マリンバンク（漁協） 1.9

6 インターネット専業銀行 8.7

7 ゆうちょ銀行 24.0

8 その他【　　　】 0.0

全体（N） 104

 5 ）　堀内・佐々木（1982）は、自宅から金融機関までの距離の
近さを金融機関が預貯金者に対して与える「店舗サービス」
としている。

表2

Ｑ
2

あなたがその金融機関（【Q1の選択内容】）
を選択した際に、
最も影響した要因は次のうちどれですか？

単一回答 ％

1 職場が給与振り込みに指定していた金融機
関だったから 25.0

2 自宅に近いから 39.4

3 その金融機関が有名だったから 12.5

4 その金融機関の職員に勧められたから 1.0

5 その金融機関の広告宣伝が良かったから 0.0

6 家人ないし友人・知人から勧められたから 9.6

7 その他【　　　】 12.5

全体（N） 104

表3

Ｑ
3

あなたは、預金以外にその金融機関（【Q1の
選択内容】）とどのような取引をしています
か？

複数回答 ％

1 振込・送金・決済 73.1

2 住宅ローン 13.5

3 教育ローン 1.0

4 自動車ローン 2.9

5 ビジネスローン 1.0

6 外貨預金 5.8

7 投資信託 8.7

8 外国為替関連(トラベラーズチェック(旅行
者用小切手)を含む) 0.0

9 その他【　　　】 2.9

10 特にない 21.2

全体（N） 104

２　職員への満足度
　利用している金融機関の職員に対する満足度を
明らかにしよう。取引先金融機関の職員のサービ
スに対する満足度を表４に示した。
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表4

Ｑ
4

あなたは、取引先金融機関の職員のサービ
スに満足していますか？

単一回答 ％

1 大変満足している 14.4

2 やや満足している 51.0

3 どちらともいえない 33.7

4 あまり満足していない 1.0

5 まったく満足していない 0.0

全体（N） 104

　約65%の回答者が満足しており、満足していな
い回答者は１%に過ぎない。一方で、「どちらと
もいえない」と回答した比率が約３分の１と比較
的高くなっている。この結果をどう解釈すべきか
を探るべく、満足した商品・サービスの内容を表
５に、どのような接客方法に満足したかを表６に、
それぞれまとめた。

表5

Ｑ
5

Ｑ４で、満足とお答えなのは、どのような
商品・サービスにおいてですか？

複数回答 ％

1 預金 88.2

2 外貨預金 7.4

3 貸出：住宅ローン 13.2

4 貸出：教育ローン 1.5

5 貸出：自動車ローン 2.9

6 貸出：ビジネスローン 0.0

7 外国為替関連(トラベラーズチェック(旅行
者用小切手)を含む) 0.0

8 投資信託 10.3

9 その他【　　　】 13.2

全体（N） 68

表6

Ｑ
7

Ｑ４で、満足とお答えなのは、どのような
接客方法においてですか？

複数回答 ％

1 商品・サービスの説明 35.3

2 店舗フロアでの案内 39.7

3 一般的な応対 66.2

4 その他【　　　】 2.9

全体（N） 68

　表５には、各商品について、表４で満足したと
回答した総数に占める比率が示されているが、預
金が９割弱と極めて高くなっている。つまり、表
４において満足と回答した人の多くは、金融機関
が提供するサービスの中でも、とりわけ預金商品
についてそう感じている可能性がある。預金商品
においては、当該金融機関を年金受給口座に指定
した場合や退職金を一定額以上預けた場合に優遇
金利が適用されるなどの特典が付与されるケース
があり 6 ）、こうした特典を職員から紹介され、そ
れに満足している回答者もそれなりに存在するも
のと推測される。
　一方、職員から預金商品の詳しい内容説明など
を受ける機会はそれほど多くないと考えられる。
表４において、満足している人の中でも「大変満
足」と回答した比率が14%に過ぎないことや、表
６において、一般的な応対に満足していると回答
した比率が最上位で約３分の２に上っていること
から判断すると、表５の結果は、預金商品に関す
る丁寧な説明やアフターケアに満足しているとい
うよりは、職員の挨拶などの接客対応が悪くなか
ったという程度のことを反映している可能性があ
る。表４において、「どちらともいえない」と回
答した比率が比較的高いことからも、このことが
窺える。
　また、家計に対するサービスの中で、本来、職

 6 ）　秋本他（2014）も参照。　
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員の力量が発揮されるべき住宅ローン、投資信託、
外貨預金等についての満足度は、これらの回答者
数（および、これらのサービスを利用した回答者
数）が極めて少ないため、この結果のみで職員の
対応の良否を評価するのは難しいが、表６におい
て、「商品・サービスの説明」と回答した比率が
35%に上っていることから 7 ）、大きな問題はない
のかもしれない。

３　職員に望まれること
　顧客は、金融機関の職員に対して、どのような
対応を望んでいるのであろうか。その結果を表７
に示した。
　やはり、予想された通り、金利などの取引条件
の改善を求める回答者の比率が約７割と最も高
い。とりわけ預金金利に注目すると、日銀による
超低金利政策が長きに渡って続けられており、恩
恵をまるで被れていないため、これを望む声が多

 7 ）　なお、表４において、不満足と回答し、商品・サービスの
説明に不満を感じたとする回答者は１名のみであった。

いことは頷ける。これを望まないのは、現在恩恵
を被っている変動金利型の住宅ローンなどを組ん
でいる人たちであると推測される。
　また、商品に対する分かりやすい説明や、近年、
行政も金融機関に対して求めている顧客の利益を
優先した対応も、７割弱と高くなっている。「分
かりやすく説明してほしい」とサービスに対する
満足度との間には弱い負の相関関係があり、分か
りやすく説明してほしいと思う人ほど満足度が低
い（r=－0.31） 8 ）。しかし、これらの双方の設問に
おいて、「どちらともいえない」と回答した比率
が４分の１以上に上っていることにも注目され
る。金融サービスの利用者は、通常、こうした対
応を極めて重視するはずであるにもかかわらずで

 8 ）　「分かりやすく説明してほしい」に対する回答には、それ
ぞれ次のように数値を割当てた。

　　「大いに望む」:5、「やや望む」:4、「どちらともいえない」:3、「あ
まり望まない」:2、「まったく望まない」:1。また、サービス
に対する満足度についての回答には、次のように数値を割当
てた。「大変満足している」:5、「やや満足している」:4、「ど
ちらともいえない」:3、「あまり満足していない」:2、「まった
く満足していない」:1。

表7

Ｑ
9

職員のサービスについてどの程度、職員
または金融機関に望みたいと思います
か？
以下にあげるものについてあてはまるも
のをそれぞれお選びください。

【その他以外必須】

全体

1 2 3 4 5

大いに望
む やや望む

どちらと
もいえな

い

あまり望
まない

まったく
望まない 無回答

単一回答

1 分かりやすく説明してほしい 104
100.0

25 
24.0

43 
41.3

29 
27.9 

5 
4.8

2 
1.9

0 
0.0 

2 相談に乗ってほしい 104
100.0

12 
11.5 

29 
27.9

43 
41.3 

14 
13.5 

6 
5.8 

0 
0.0

3 自宅または事務所に来てほしい 104
100.0

5 
4.8

7 
6.7

24 
23.1

44 
42.3

24 
23.1 

0 
0.0

4 新しい商品・サービスを販売してほしい 104
100.0

4 
3.8

14 
13.5 

44 
42.3

24 
23.1

18 
17.3

0 
0.0

5 預金金利を上げたり、ローン金利を下げ
たりして取引条件を良くしてほしい

104
100.0

30 
28.8

42 
40.4

18 
17.3

7 
6.7

7 
6.7

0 
0.0 

6 顧客の利益を第一に考えて説明してほし
い

104
100.0

23 
22.1

47 
45.2

27 
26.0

3 
2.9 

4 
3.8

0 
0.0

7 その他の要望（自由に記述してください）
【　　　】

104
100.0

1 
1.0

2 
1.9

41 
39.4 

4 
3.8

18 
17.3

38 
36.5
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ある。
　さらに、「相談に乗ってほしい」を望む比率が
４割を割っており、「相談に乗ってほしい」とサ
ービスに対する満足度との間には相関関係がほと
んど認められない（r=－0.16） 9 ）。「新しい商品・サ
ービスを販売して欲しい」を望む比率が２割を割
っていることをも考慮すると、多くの生活者が、
預金や送金・決済サービスの提供のみを銀行・協
同組織金融機関に求めており、投資性商品の販売
やそれに付随するケアを必ずしも強く望んでいる
わけではない姿が垣間見える。
　行政は、「貯蓄から投資へ」のスローガンを掲げ、
家計によるリスクマネーの供給やリスク商品を活
用した資産形成の活性化を期待しているが、思う
ような成果が上がっていないのが現状である。多
くの生活者にとって最も身近であり、かつ足を運
ぶ機会の多い金融機関である銀行・協同組織金融
機関やゆうちょ銀行には、投資経験のない生活者
に投資を始めるきっかけを提供することが期待さ
れる反面 10 ）、その意思を持たない生活者が多いよ
うであるため、「貯蓄から投資へ」の壁は厚いも
のと考えられる。

４　金融教育の現状
　近年、金融教育の必要性が声高に叫ばれてお
り、その現状と今後のあり方について研究する学
者が増えている。本稿でも、その現状をアンケー
ト調査の結果に基づいて明らかにしていくことと
する。金融にまつわる知識をどの程度持っている
かを表８に、主な貯蓄手段を表９に、それぞれ示
した。
　「金融知識を持っていると思う」と回答した比
率は２割弱に過ぎず、約５割が持っていないと回
答している。そして、それを反映してか、表９に

 9 ）　「相談に乗ってほしい」に対する回答に対しても、「分かり
やすく説明してほしい」に対する回答と同様に数値を割当て
た。

 10 ）　家森・近藤 （2001） 等の先行研究では、ゆうちょ銀行（郵
便局）は、あまねく公平に店舗を設置していることを明らか
にしている。2005年に、ゆうちょ銀行（郵便局）にも投資信
託の販売が解禁されたため、幅広い人々にその機会を提供す
ることが可能となっている。

表8

Ｑ
10

あなたは、どの程度、金融・ファイナンス
の知識をお持ちですか？

単一回答 ％

1 十分持っていると思う 1.9

2 やや持っていると思う 16.3

3 どちらともいえない 30.8

4 あまり持っていないと思う 32.7

5 まったく持っていないと思う 18.3

全体（N） 104

表9

Ｑ
15

あなたは、貯蓄をどのような方法で行ない
ますか（行なっていますか）？
最もあてはまるものをひとつだけお選びく
ださい。

単一回答 ％

1 現金で保有する 15.4

2 金融機関に普通預金や定期預金する 73.1

3 証券会社で株式や債券に投資する 6.7

4 生命保険会社の商品で運用する 3.8

5 外貨預金や国際金融商品などグローバルに
運用する 1.0

6 その他【　　　】 0.0

全体（N） 104

おける現金・預金の比率が９割弱となっており、
リスク商品を含めたその他の貯蓄手段の利用は１
割程度に止まっている。この設問では、最も当て
はまるものを１つだけ選択させるようにしている
ため、現金・預金の比率が極めて高くなっている
のかもしれないが、他のデータにおいても、欧米
諸国に比して、日本人のリスク商品への投資が少
ないことが示されている 11 ）。これらのことからす
ると、生活者の金融リテラシーの低さが、資産運
用手段を狭めているとともに、「貯蓄から投資へ」

 11 ）　例えば、「資金循環の日米欧比較」（日本銀行調査統計局）
を参照。
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のお金の流れを阻む要因の１つになっている可能
性がある。あらゆる面で幅広い生活者に、老後な
どに備えた資産形成やリスクマネーの供給を促す
には、この分野の改革が必要なのかもしれない。
　それでは、いつ金融教育を実施すれば良いので
あろうか。金融教育を始めるべき時期について尋
ねた設問の結果を表10に示した。

表10

Ｑ
16

あなたは、金融に関する知識をいつごろか
ら教育すべきだと思いますか？
最もあてはまると思うものをひとつだけお
選びください。

単一回答 ％

1 小学生 23.1

2 中学生 26.0

3 高校生 26.0

4 大学生・専門学校生 8.7

5 社会人 16.3

全体（N） 104

　小学校、中学校、高校がそれぞれ約４分の１と
なっており、大学・専門学校は１割弱、社会人は
16%強となっている。資産運用を本格的に始める
のは、通常、社会人になってからであるため、そ
れにまつわる教育は、他の教科を犠牲にしてまで
高校までに行う必要はないと考えられる反面、大
学へ進学しない人や大学のビジネス系学部以外へ
進学する人は、金融教育を受ける機会があまりな
いのが現状である。また、社会人になってからで
は、時間的余裕を考慮すると、そうした機会を設
けるのはなかなか難しいであろう。以上に鑑みる
と、アンケート回答者の意見の通り、高校までの
うちに、（他の教科の教育を大きく妨げない程度
に）生活に必要にして最小限の金融教育を実施す
るのも１つの選択肢であるかもしれない。

５　小括
　本節では、本アンケート調査の主要な設問、す
なわち、金融機関への顧客満足度と金融教育にま
つわる設問の全体像を分析してきた。
　まず、金融機関職員への満足度については、約
３分の２が満足している反面、それは、商品説明
などの本来職員が果たすべき部分においてではな
く、主に基本的な接客対応に対する評価である可
能性が示唆された。つまり、投資信託の販売等に
的を絞ってこのことを尋ねると、今回と同じ結果
が出てくるかは定かでないのである。
　また、職員に対して望むこととして、顧客が本
来重視すべき要素である分かりやすい説明等を必
ずしも強く求めていない回答者も見られたり、相
談を求める回答者が少なかったりすることから、
生活者の多くが、預金等の基礎的なサービスのみ
を銀行や協同組織金融機関に求めている一方、投
資性商品の販売やそれに関連するケアを必ずしも
期待しているわけではない可能性が示唆された。
　さらに、生活者が持っている金融リテラシーが
低く、このことが、政府がスローガンに掲げる「貯
蓄から投資へ」の成果が思うように上がっていな
い要因の１つである可能性も指摘された。もちろ
ん、日本人の国民性なども影響している可能性が
あり、金融教育のみでこのことが完全に解消され
るかは不明であるが、いずれかの段階での実施を
検討する必要があるのかもしれない。
　本稿では、サンプル数の都合上、リスク商品に
関する職員の対応を十分に評価することができな
かったが、銀行・協同組織金融機関でリスク商品
を購入した経験のある人のみを対象としたアンケ
ート調査を実施することにより、このことを追求
することが今後の課題の１つである。また、近年、
重要性が叫ばれている金融教育についても、より
詳細なアンケート調査を実施することにより、そ
の今後のあり方についてより突っ込んだ考察を行
うことも残された課題である。
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Ⅲ　金融商品に関する消費者の問題解決
行動と金融サービスに対する満足度

１．既存調査
　金融広報中央委員会が2009年に実施した「金融
に関する消費者アンケート調査」（第３回）によ
れば、回答者の金融に関する知識水準は高いとは
いえず、金融・経済の仕組みについてはほとん
ど知識がないという者が54.6％、金融商品につい
てほとんど知識がないという者が63.7％いる。ま
た、主に金融商品に関する情報を得ている対象と
して、回答者のうち66.3％が金融機関、43.2％が
家族・友人、30.3％が金融の専門家、14.1％が特
定の業界に属さない団体をあげている（３つまで
複数回答）。さらに、望ましい提供先として54.9
が金融機関、44.9％が金融の専門家、28.7％が特
定の業界に属さない団体、13.6％が家族・友人を
あげている（３つまで複数回答）。つまり、現状、
最も利用度の高い金融商品の情報源は金融機関で
あり、最も望ましい情報源も金融機関である。金
融知識・情報の提供方法として適当と思うものに
ついては、68.7％が新聞・雑誌やテレビ番組等マ
スメディア、47.1％がパンフレット、冊子、ビデ
オ、31.3％がHPなどのITの活用をあげている（３
つまでの複数回答）。
　山口（2007）は鳥取銀行が2006年から2007年に
実施した「金融に関する消費者アンケート調査２」
を分析している。その中で、各情報源への情報探
索度を提示しているが、貯蓄系の金融商品では、
探索度（５点尺度）の高い順に、店員のアドバイ
ス（4.39）、インターネット記事情報（4.21）、雑
誌の記事（3.89）、新聞の広告（3.77）である。運
用系の金融商品では、店員のアドバイス（4.61）、
雑誌の記事（4.12）、新聞の記事（3.89）、インタ
ーネットの記事情報（3.88）である。

２．調査結果
　以上２つの調査結果では、金融機関の情報源と
しての有用性が示されているといえる。本研究で
は、金融に関する知識水準の自己認識と、その情

報取得行動を調査している。金融に関する知識
水準の自己認識について、回答者のうち18.3％が
金融知識をまったく持っていないと思うと答え、
32.7％があまり持っていないと思うと答えている

（表11）。すなわち、約50％が金融知識を欠いてい
るという自己認識である。金融に関する情報源と
して、全体では、金融機関（窓口やホームペー
ジ、職員（行員）など）から取得するという回答
は38.5％、テレビ、新聞などのマスコミ窓口やホ
ームページ、職員（行員）など）は28.8％、家族
や親族、友人、知人などは21.2％である。先の金
融広報中央委員会のアンケートと同じく金融機関
が最も利用度が高い。

表11　金融に関する知識水準の自己認識　（単位％）

あなたは、どの程度、金融・ファイナンスの知
識をお持ちですか？
単一回答

十分持っていると思う 1.9

やや持っていると思う 16.3

どちらともいえない 30.8

あまり持っていないと思う 32.7

まったく持っていないと思う 18.3

　金融に関する知識水準の自己認識と情報源との
クロス集計を見ると、金融知識をまったく持って
いないと思う人は、家族や親戚、友人、知人など
クチコミを情報源とする割合が高い（表12）。ま
た、テレビ、新聞などのマスコミを情報源とする
割合も高い。その一方で、金融機関を情報源とす
る割合は低い。金融知識をあまり持っていない人
は金融機関を情報源とする割合が高く、家族や親
戚、友人、知人などクチコミを情報源とする割合
は比較的低い。金融知識をやや持っている人は金
融機関を情報源とする割合は高い。
　先に紹介した２つの調査では、金融機関の情報
源としての有用性が示されているが、本研究にお
いては、金融知識をあまり持っていない人や金融
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知識をやや持っている人の金融機関利用度は高
い。しかしながら、金融知識をまったく持ってい
ないと思う人の金融機関利用度が高いとは言えな
い。金融知識をまったく持っていないと思う人は
家族や親戚、友人、知人に頼りがちである。
　金融に関する知識水準の自己認識と、預金以外
に取引する金融サービスとのクロス集計（複数回
答可）では、やや持っていると思う人が、振込・
送金・決済に加え、住宅ローンや投資信託などの
取引経験があるのに対し、金融知識をまったく持

っていないと思う人は振込・送金・決済以外の取
引はほとんど経験がない（表13）。
　このことは、先述の金融知識をまったく持って
いないと思う人は家族や親戚、友人、知人に頼り
がちであるという結果と関連があると考えられ
る。つまり、金融知識をまったく持っていないと
思う人は、振込・送金・決済以外の取引経験が少
ないゆえに、専門的な情報を獲得する必要性がな
いため、情報源としての金融機関を利用する機会
が少ないと考えることができる。さらに、金融知

表12　金融に関する知識水準の自己認識と情報源（回答数）

全体

金融機関
（窓口やホ
ームペー
ジ、職員

（行員）な
ど）　　

テレビ、
新聞など
のマスコ
ミ（窓口
やホーム
ページ、
職員（行
員）など

消費者団
体、消費・
生活相談
センター
など（窓
口やホー
ムページ、
職員（行
員）など）

生協やス
ーパー、
コンビニ
など（窓
口やホー
ムページ、
職員（行
員）など）

所属する
企業や学
校などの
組織・団
体（窓口
やホーム
ページ、
職員（行
員）など）

家族や親
族、友人
など　　

その他

全体 104 40 30 1 1 3 22 7

十分持っていると思う 2 0 1 0 0 0 0 1 

やや持っていると思う 17 8  4 0 0 0 2 3 

どちらともいえない 32 11 13 0 0 2 6 0

あまり持っていないと思う 34 19 5 0 1 0 7 2

まったく持っていないと思う 19 2 7 1 0 1 7 1 

表13　金融に関する知識水準の自己認識と金融サービス取引（回答数）

全体
振込・
送金・
決済　

住宅
ローン

教育
ローン

自動車
ローン

ビジネ
スロー
ン　

外貨預
金

投資信
託

外国為
替関係

（トラベ
ラーチ
ェック）

その他 特にな
い

全体 104 76 14 1 3 1 6 9 0 3 22
十分持っていると思
う 2 2 1 0 0 0 0 1 0 0 0 

やや持っていると思
う 17 15  3 0 0 0 3 2 0 0 2 

どちらともいえない 32 25 4 0 1 0 0 3 0 3 5
あまり持っていない
と思う 34 23 5 1 1 1 3 3 0 0 7

まったく持っていな
いと思う 19 11 1 0 1 0 0 0 0 0 8 
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識をまったく持っていないと思う人のうち、それ
以外の人と比較して、金融機関サービスに対して

「大変満足している」、または「やや満足している」
人の割合が低い（表14）。

３．課題 
　Peter and Olson（2010） は、Howard（1977）
の研究を応用して、関与と知識の水準によって消
費者の問題解決行動―――情報探索、および意思
決定―――における類型を見出した（表15）。

① 拡 大 的 問 題 解 決（extensive problem 
solving）：消費者は、商品カテゴリー、ブラ
ンド双方において広範に情報探索する。

表15　消費者の問題解決行動分類

関与水準

低 高

知識水準
低 日常的反応行動 拡大的問題解決

高 限定的問題解決 限定的問題解決

出所：Peter and Olson（2010）,p.177の内容を基に
筆者作成。

②限定的問題解決（limited problem solving）：
消費者は、ブランド間比較を行うために外部
情報を探索する。

③ 日 常 的 反 応 行 動（routine response 
behavior）：消費者は、外部情報探索をほと
んど行わない。

　消費者の関与水準は知覚リスク水準と深く関係
する。知覚リスク水準が高まれば関与水準も高ま
ると考えられる。一般に、住宅ローンのような運
用系金融商品の利用に際し、消費者の関与水準が
高まると考えられる。なぜならば、利用金額が収
入を超えたり、利用期間が長期に及んだりするこ
とがあるため、知覚リスクが高まるからである。
したがって、知識水準が低い場合、消費者は、拡
大的問題解決の一環として、広範な情報探索を行
うことが想定できる。その情報探索においては、
友人・知人といった身近なクチコミだけでなく、
金融機関も情報源として活用する必要性に迫られ
るかもしれない。
　しかしながら、先述のように金融知識をまった
く持っていないと思う人は金融機関の情報源とし
ての利用度が低い。金融機関にとっては、この利
用度を引き上げることが課題として指摘できる。
このことは、住宅ローンや投資信託のような金融

表14　金融に関する知識水準の自己認識と金融機関サービスに対する満足度との関係

全体 大変満足
している

やや満足
している

どちらとも
いえない　

あまり満足
していない

まったく満足
していない　

全体 104 15 53 35 1 0

100 14.4 51.0 33.7 1.0 0.0

十分持っていると思う 2 1 1 0 0 0

100 50.0 50.0 0.0 0.0 0.0

やや持っていると思う 17 3  11 3 0 0 

100 17.6 64.7 17.6 0.0 0.0

どちらともいえない 32 5 17 10 0 0

100 15.6 53.1 31.3 0.0 0.0

あまり持っていないと思う 34 4 17 12 1 0

100 11.8 50.0 35.3 2.9 0.0

まったく持っていないと思う 19 2 7 10 0 0
100 10.5 36.8 52.6 0.0 0.0
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商品を、未利用者に対して販売を企画する時に重
要になるかもしれない。山口（2007）は、金融商
品購入前の消費者の知覚リスクは必ずしも情報探
索によって低減されないことを見出している。な
ぜならば、消費者が抱く多様なリスクをすべて低
減させるような情報源が存在しないからであると
いう。金融機関はこのことを踏まえ、金融知識を
まったく持っていないと思う人のために、情報源
のガイド役を担当する必要があると考えられる。
　Peter and Olson（2010）は、高関与、低知識
の消費者の意思決定についても言及している。そ
れによれば、この種の消費者は既知の選択肢をほ
とんど持たず、選択基準も曖昧であるという。し
たがって、自社ブランドに対する認知度を向上さ
せ、自社ブランドをまずは想起集合に入れること、
重要な選択基準を丁寧に説明し、その選択基準に
おける自社商品の優越性を訴求することが、消費
者の情報取得、知識形成を促し、顧客満足を向上
させると考えられる。

Ⅴ　結びに代えて

　一般的な金融サービス需給にかかわる諸課題と
並んで、消費者ないし個人・家計向けの住宅ロー
ンビジネスの取引状況に関する研究には、学際的
視点からの接近も含めて今後とも有意味なものが
あると考えられる。とりわけ、個人・家計の金融
行動との関わりにおける当該サービス需給問題に
ついては、実証分析面でも多様な接近が準備され
て良く、そのひとつがマーケティングによるアプ
ローチであり、われわれの共同研究における基本
的スタンスもそれに基づいている。
　地方創生政策が打ち出されて以降、地域経済と
地域金融ないし地域金融機関の役割や関係性をは
じめとして、金融サービス供給にも相応の機能の
発現が求められている。周知のように、住宅投資
も有効需要の一部分を担っていることから、当該
テーマへの取組みには個人・家計のパーソナルフ
ァイナンスと地域金融機関という観点のみならず

地域経済の動向にも及び得るものと考えられる。
それらに資する意味でも、小論から得られた調査
分析結果を基にさらに詳しく広範な取り組みの可
能性を探ることが望ましいものと考えている。
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